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山口県肝炎治療特別促進事業事務取扱要領の改正の概要 

 

１ 診断書作成医の要件に係る改正 

(1) 改正理由 

山口県では、Ｂ型慢性肝疾患の核酸アナログ製剤治療（更新申請）において、手続

きの簡素化（患者の負担軽減）を図るため、平成２８年５月から、添付書類として診

断書に代わり、検査内容及び受けている治療内容が分かる資料の提出でも可能として

います。 

このため、核酸アナログ製剤の初回治療（新規申請）の段階で、患者の方に対し、

より専門的な医師による適切な治療を確保することが重要となっていることから、以

下の(2)①のとおり、Ｂ型慢性肝疾患の核酸アナログ製剤治療の初回治療に係る診断書

作成医の要件を新たに定めます。 

なお、これに併せ、Ｃ型慢性肝疾患のインターフェロンフリー治療の診断書作成医

の要件についても以下の(2)②のとおり改め、一部を除きＢ型慢性肝疾患の核酸アナロ

グ製剤治療の初回治療と要件を揃えます。 
 

(2) 改正内容 

①Ｂ型慢性肝疾患の核酸アナログ製剤治療 
 

病  名 
診断書作成医の要件 

改 正 前 改 正 後 

【初回治療】 

・Ｂ型慢性肝炎 

・Ｂ型代償性肝硬変 

・Ｂ型非代償性肝硬変 

（要件なし） 

・日本肝臓学会肝臓専門医 

・山口県が指定する肝炎研修会の受講を修了

した日本消化器病学会消化器病専門医 

  
（注意）更新申請については、従前どおり診断書作成医の要件を設けません。 

 
②Ｃ型慢性肝疾患のインターフェロンフリー治療 

 

病  名 
診断書作成医の要件 

改 正 前 改 正 後 

【初回治療及び再治療】 

・Ｃ型慢性肝炎 

・Child-Pugh分類Ａの

Ｃ型代償性肝硬変 

・日本肝臓学会 

肝臓専門医 

・日本肝臓学会肝臓専門医 

・山口県が指定する肝炎研修会の受講を修了

した日本消化器病学会消化器病専門医 

（注意）再治療の場合、肝疾患診療連携拠点病院に常勤する日本

肝臓学会肝臓専門医の意見書が必要です。 

※肝疾患診療連携拠点病院に常勤する日本肝臓学会肝臓専

門医が診断書を作成する場合、意見書は不要です。 

【初回治療】 

・Child-Pugh分類Ｂ又

はＣのＣ型非代償性

肝硬変 

・日本肝臓学会 

肝臓専門医 

・日本肝臓学会肝臓専門医 

・山口県が指定する肝炎研修会の受講を修了

した日本消化器病学会消化器病専門医 

 
（注意）Child-Pugh分類Ｂ又はＣのＣ型非代償性肝硬変【再治療】については、従前

どおり診断書作成医を肝疾患診療連携拠点病院に常勤する日本肝臓学会肝臓専

門医に限定します。 



 

 

２ その他の改正 

(1) 医療給付の申請、転入の届出、再交付申請、変更届、返還届及び償還払いの請求に

ついて、重症患者の負担軽減を図るため、代理人への手続き委任を可能とします。 

(2) 治療の委託に係る申出書について、新規に委託契約を締結した際の申出書又は委託

契約書の内容に変更が生じたときの様式を新たに定め、事務手続を明確にします。 

(3) 治療費助成の申請書について、インターフェロン治療とインターフェロンフリー治

療を別様式にするとともに、診断書に合わせ病名の記載を選択式とする等、記載内容

を簡素化します。 

(4) インターフェロン治療（新規）と核酸アナログ製剤治療（新規）の診断書について、

様式の簡素化を図るため、別々の様式とします。 

(5) 新規申請の診断書について、治療研究に資するため、陽性結果の欄（ウイルス検査

の時期及びその検診の別）を追加します。 

(6) 診断書の診断名（病名）の記載について、厚生労働省通知（肝炎治療特別促進事業

の実務上の取扱いについて）の表記に統一するとともに、治療予定期間に係る記載内

容を簡素化します。 

(7) その他、所要の改正を行います。 

 

３ 施行日 

令和元年１０月３日から施行します。ただし、１の診断書作成医の要件に係る改正に

ついては、令和元年１１月１日から施行します。 

 


